



















































































































































































































































































「開かれた学校づくり」の帰結としての学校地域支援本部施策  —三重県鈴鹿市の事例を踏まえて— 商　経　論　叢（第 62号） 87
おわりに
　学校と地域の連携事業は，学校運営協議会（コミュニティスクール）までもって
いった千葉県習志野市秋津市小学校の事例が著名である。この場合，大都市周辺部
のコミュニティにおけるニュータウン再生，すなわち，若い世帯の増加という目的
が背景にある。このために，教育・子育ての充実ということで，生活の側面の充実
が求められる。換言すれば，消費者としてのシングル・イッシューに向けた取組で
ある。複合的に見えてわりと単線的である。
　しかし，三重県鈴鹿市のように，地方であり，大都市から相対的に切り離され自
立した産業圏・職域圏を持つ自治体は単純ではない。仕事も生活もそこで一定程度
完結する。つまり生活と産業の二つの課題，複合する課題に取り組まねばならない。
さらには，個々の地域特性の保持・持続・発展という課題もあり，現代版「村をつ
くる学力」（21世紀型村をつくる学力）をどうとらえて学校を変えていくのかとい
う困難な解題に取り組むことになる。そこで，１校だけ突出して地域連携を行うの
ではなく，自治体全体で取り組むことになっているのであろう。

